
第３章

健幸（けんこう）長寿のまち



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

R4予算現額

57千円

R5予算現額

57千円

R4正規職員人件
費

0.10 人

800千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.09 人 評価者

～ 727千円 市民相談課長　守谷　秀明

R4予算現額

15,900千円

R5予算現額

18,565千円

R4正規職員人件
費

2.39 人

19,125千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.96 人 評価者

～ 15,839千円
健康づくり支援課長　岩雲
美香

R4予算現額

27,115千円

R5予算現額

42,712千円

R4正規職員人件
費

4.64 人

37,129千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.87 人 評価者

～ 15,111千円
健康づくり支援課長　岩雲
美香

年齢や性別を問わず、心身
のリフレッシュと健康の増
進に寄与した。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H4 400人

3 すべての人に健康と福
祉を

- 自治事務 25千円

所沢パスポート券利用者数
所沢パスポート券を利用した延べ人数

所沢パスポート券利用者数を指標とする。
目標値については、事業を継続して推進するため
前年度実績を超える数値を目標としている。

行動が制限されていたコロナ禍では、
市として市民保養施設の積極的なア
ピールはできなかったことから、温泉
施設等のパンフレットの配架を控えて
いたが、令和5年度は積極的に配架し
た。そのことで、市民の方が市民保養
施設に興味を持つきっかけを作ること
ができた。

市民保養施設利用
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢パスポート券要綱 26千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市民の健康増進と心身のリフレッシュを目的と
する。
市が協定を結ぶ温泉地の旅館組合や単体の宿泊
施設で宿泊料金の優待割引（10％）等を受けら
れる所沢パスポート券事業を実施している。
令和５年度は、四万温泉及び石和温泉の2か所の
保養地と草津、魚沼、十日町、秩父にある宿泊
施設と協定を結んでいる。

会年職
員等

0人

実績 210人 338人

新型コロナウイルス感染症の拡大が落ち着き
を見せていたため、利用件数の大幅な増加を
見込んだが、行動制限が解除された後も感染
症が完全に終息した訳ではなかったため、前
年度とほぼ同様の利用者数となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

335人

R5目標 R5実績
インターネットの普及等に伴い、市が
行う事業としての役割は相対的に少な
くなっている。また、新型コロナウイ
ルス感染症等の影響で、協定解除の申
入れがあった協定先もあるため、今後
の事業のあり方・運用方法等について
検討していく。

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

311
市民
部

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

新型コロナウイルス感染症の
感染症法上の位置付けが令和5
年5月8日に変更されたこと
で、利用者数の増加が見込ま
れたが、感染症が完全に終息
した訳ではなく、影響は続い
ていたため、大幅な増加とは
ならなかった。
しかしながら、昨年度と同様
300人以上の利用があり、事業
の目的のとおり市民の健康増
進と心身のリフレッシュに資
することができている。

R5年度に改善した点

R5その他職員従
事割合

400人 335人

健康づくりに必要な知識や
具体的な取組方法について
分かりやすく伝えることに
より、市民の関心を高め健
康づくりの取り組みを推進
することができる。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H18 2,300人

311
健康
推進
部

健康
づく
り支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標歩数は達成できなかった
ものの、市独自ポイント対象
事業拡充等の出歩きの促進に
向けた取り組みによって、平
均歩数は令和４年度よりも増
加したため。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
最優先 自治事務 14,932千円

13 気候変動に具体的な
対策を

健康増進法 17,737千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

本事業は、市民一人ひとりが健康を実感しながら地域で安
心していきいきとした生活をおくることのできる「元気で
いきいき"健幸長寿のまち"」の実現を目指す一環として実
施するもので、従来の「トコろん健幸マイレージ事業」か
ら、埼玉県が実施する「コバトン健康マイレージ事業」に
令和２年７月から参加することで、リニューアルしたもの
である。歩数計、スマートフォンのアプリで歩数を記録し
ながら、日常的にウォーキングを行ってもらい、生活習慣
病の予防を図るとともに、健康づくりへの取組を支援する
ものである。また、楽しみながら続けられるよう、市の独
自ポイントを付与、抽選により景品が当たる仕組みを取り
入れている。

会年職
員等

0人

実績 8,000歩 7,201歩

健幸（健康）マイレージ事業の指標となる参
加者の１日平均歩数は健康増進のために必要
な歩数ということもあり、条件としては厳し
いものであることから目標達成とはならな
かった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

① 14,738名

②  7,231歩

R5目標 R5実績
・事業への参加継続及び平均歩数増加
のための取り組みを進めていく。
・R5年度に埼玉県が事業の見直しを実
施したことに伴い、本事業も新アプリ
への移行等を実施した。既存の参加者
がスムーズに新事業に移行できるよ
う、引き続き情報発信等に努める。

R5その他職員従
事割合

8,000歩 7,231歩
日常生活における「歩き」
を推進することで、生活習
慣病の予防及び健康づくり
への取組を支援するととも
に、CO２の削減に貢献した

会年職
員等

8,000歩

311
健康
推進
部

健康
づく
り支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

生活習慣病予防に有効な１日の平均歩数が8,000歩
であるという中之条研究の成果を参考に指標とし
ている。

埼玉県が実施する「コバトン健康マイ
レージ事業」を活用し、本市独自のポ
イント・景品を設定することで、より
魅力ある事業となるよう努めた。ま
た、庁内各課の実施する事業と連携
し、イベント参加による独自ポイント
を拡充することにより、市民の出歩き
を促進した。

トコトコ健幸マイ
レージ事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

地域の現状や課題を把握し、関係機関
と連携を図りつつ、地域の実情にあっ
た保健活動を継続していく。

R5その他職員従
事割合

1,600人 2,065人

新型コロナウイルス感染症の5
類移行に伴い、これまで以上
に健康への関心が高まる中、
健康づくりに必要な情報発信
を行うとともに、地域の団体
等との関係づくりに努めたこ
とにより、地域からの依頼が
増加した。

R5年度に改善した点

①参加者数

②一日の平均歩数

健幸マイレージ事業の参加者の1日平均歩数

0人

R6目標

R2

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 18,747千円

①地区依頼教育の会場数

②地区依頼教育の実施人数

地区からの依頼教育の実績
市民や関係機関と共に健康づくりを推進してお
り、地区からの依頼教育は地域における保健活動
の指標として適している。

地域の会議等の場で積極的に事業や健
康づくりに関する周知行った。また、
関係機関と連携を図り、実施機会の拡
充に努めた。

地域保健推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

健康増進法、地域保健法 32,537千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

「元気でいきいき"健幸長寿のまち"」の実現に
むけて、平成25年4月から保健師の地区担当制を
導入し、各種健康データの分析や保健事業を通
じて各行政区ごとの地区特性を把握し、子ども
から高齢者まで全ての市民を対象とした保健活
動を、市民ならびに関係機関と協力して進めて
いる。

会年職
員等

6人

実績 1,300人 1,288人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①74会場

②2,065人

R5目標



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

－

R5予算現額

2,000千円

R4正規職員人件
費

－

－ どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.40 人 評価者

～ 3,232千円
こども家庭センター長

松井　優子

R4予算現額

29,987千円

R5予算現額

30,772千円

R4正規職員人件
費

3.43 人

27,447千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.49 人 評価者

～ 20,122千円
こども家庭センター長

松井　優子

R4予算現額

10,500千円

R5予算現額

4,200千円

R4正規職員人件
費

0.35 人

2,801千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.35 人 評価者

～ 2,828千円
こども家庭センター長

松井　優子

312
こど
も未
来部

こど
も家
庭セ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

目標には達しなかったが、1施
設が本事業を活用し、令和5年
7月にデイサービス型を開設し
た。新規開設した施設では、
令和5年度の利用実績が38日分
あり、産後ケア事業による母
子への支援拡充を図ることが
できた。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 －

①申請・交付件数

産後ケア事業（デイサービス型）の市内開設
施設数

0人

R6目標

R5

10 人や国の不平等をな
くそう

母子保健法、母子保健医療対策総合支援事業実施要綱（国）、所沢市産後ケア事
業実施要綱、所沢市産後ケア事業実施施設開設準備経費補助金交付要綱 1,000千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

産後ケア事業は、育児に不安があるなど、支援
を必要とする褥婦及び産婦並びにその新生児及
び乳児に対して、心身のケアや育児サポート等
を行い、産後も安心して子育てができる支援体
制の確保を目的として、宿泊型とデイサービス
型により実施している。このうち、デイサービ
ス型について開設準備に係る経費を補助するこ
とで、市内での開設を促進するものである。

会年職
員等

－

実績 － －

市内産科医療機関へ周知したが、交付申請し
開設に至った施設は１施設であった。産後ケ
ア事業（デイサービス型）は産後1年以下の母
子を対象としており、宿泊型（生後2か月程
度）より対象期間が長いため、施設側の受入
れ体制が開設への課題と考えられる。引き続
き周知等に努めていきたい。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1件（1施設）

R5目標 R5実績

令和6年度にも再度市内産科医療機関へ
周知し、産科医療機関や助産院からの
問合せ時に、産後ケア事業（デイサー
ビス型）について説明や提案を実施し
ている。

R5その他職員従
事割合

2件 1件 育児に不安があるなど、支
援を必要とする母子に対し
て、心身のケアや育児サ
ポート等を行い、産後も安
心して子育てができる支援
体制を整えた。

会年職
員等

2件

312
こど
も未
来部

こど
も家
庭セ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

産後ケア事業（デイサービス型）の市内での開設
を促進し、産後ケア事業の拡充を事を目的として
いるため、開設施設数を指標とする。

市内産科医療機関へ周知し、産科医療
機関や助産院からの問合せ時には丁寧
に対応した。

産後ケア（デイ
サービス型）施設
開設準備支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

今後も妊娠出産から子育て期にわたる
切れ目ない支援を実施するともに、各
支援の充実を図っていく。

R5その他職員従
事割合

83.0% 85.0%

R7

妊娠届出面接、電話、訪問か
ら、母子保健や育児に関する
相談対応を行った。産後ケア
事業の情報提供を行うなど、
妊産婦に寄り添う支援を実施
した。
今後もさらなる支援の拡充に
努める。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

8人

R6目標

H28

3 すべての人に健康と福
祉を

優先 自治事務 23,517千円

①電話、窓口、面接、訪問
等による相談など
②母乳相談
③妊婦サロン
④産後ケア

妊娠・出産について満足している親の割合

４か月児健康診査票から「健やか親子２１（第２
次）」計画の乳幼児健康診査におけるアンケート
調査項目を設定。
※「産後、退院してからの１か月程度、助産師や
保健師等からの指導・ケアは十分に受けることは
できましたか」の質問に「はい」と回答した数÷
４か月児健康診査受診者数

・妊娠期からの切れ目ない支援を目指
し、妊娠届出時、助産師・保健師等専
門職による面接率向上に取り組んだ
（妊娠届出窓口を1か所に集約）。
・産後ケア事業（デイサービス型）が
市内に開設され、産後ケア事業の拡充
を図った。

妊娠・出産つづけ
てサポート事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 10 人や国の不平等をな

くそう子ども・子育て支援法、母子保健医療対策総合支援事業実
施要綱（国） 29,886千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
11 住み続けられるまち

づくりを
核家族化や地域のつながりの希薄化等により、
地域で出産、子育てを担う母親の育児負担が増
えていることから、妊娠期から子育て期にわた
るまでの母子保健や育児に関する様々な相談に
円滑に対応する。
①専門相談員を配置し、電話、窓口、面接、訪
問による相談対応（ところっ子子育てサポート
事業母子保健型）
②母乳相談
③妊婦サロンの実施
④産後ケア事業

会年職
員等

7人

実績 83.5% 82.3%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①5,134件
②6回（13人）
③12回（37人）
④宿泊型203日（延べ64
人）、デイサービス型115日
（延べ92人）

R5目標

妊娠中及び出産後の子育て
や生活等について助言・情
報提供を行い不安を軽減で
きるように努めた。

85.0%

312
こど
も未
来部

こど
も家
庭セ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

目標値に達しなかったが、引
き続き子どもを望む夫婦に対
し費用助成を行うことで、経
済的負担の軽減を図り、適切
な治療に繋げられるよう支援
を行うとともに、少子化対策
に資するよう努めていく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 6,726千円

①不妊検査の申請件数

②不育症検査の申請件数

申請件数（合計）

0.5人

R6目標

H29

10 人や国の不平等をな
くそう埼玉県早期不妊検査費・不育症検査費助成事業実施要

綱、所沢市早期不妊検査費・不育症検査費助成金交付
要綱

3,749千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
16 平和と公正をすべて

の人に

晩婚化の進展に伴い、年齢を重ねるほど妊娠率
が下がり、妊娠・出産に係るリスクも高まるな
か、子どもを望む夫婦に対し早期の不妊検査及
び不育症検査に要する費用の一部を助成するこ
とで、経済的負担の軽減を図るものである。
不妊検査費及び不育症検査費については、医師
が必要と認めた検査で、助成対象となる検査開
始時の妻の年齢が35歳未満の方に対して3万円、
35歳以上の方に対して2万円を上限とし1回助成
する。

会年職
員等

0.5人

実績 285件 179件

不妊検査及び不育症検査は年々申請件数が減
少傾向にあり、申請件数を前年度より少なく
見積もっていたが、想定よりさらに少なかっ
たため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①137件

② 24件

R5目標 R5実績

埼玉県の少子化対策である「新ウェル
カムベイビープロジェクト」事業の一
環として実施していることから、今後
も、県と連携を図りながら、少子化対
策に資するよう取り組んでいく。

R5その他職員従
事割合

234件 161件
子どもを望む夫婦に対し、
費用助成を行うことで、前
向きに生活できるよう支援
した。

会年職
員等

180件

子どもを望む夫婦に対し、早期の不妊検査及び不
育症検査に要する費用の一部を助成することで、
経済的負担の軽減を図ることが当該事業の目的と
していることから、申請件数を指標とする。
また、令和5年度の評価からは、不妊治療が対象外
となったことに伴い、目標設定項目「③不妊治療
の申請件数」を削除した。

いままで一律２万円の助成だったが、
検査開始時の妻の年齢が35歳未満の方
に対して3万円、35歳以上の方に対して
2万円を上限として助成することに改め
た。

不妊検査費等助成
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

26,416千円

R5予算現額

38,650千円

R4正規職員人件
費

0.40 人

3,201千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.79 人 評価者

～ 22,546千円
こども家庭センター長

松井　優子

R4予算現額

1,192,288千円

R5予算現額

1,242,672千円

R4正規職員人件
費

1.98 人

15,844千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.00 人 評価者

～ 16,162千円 健康管理課長　田中　浩文

R4予算現額

0千円

R5予算現額

2,663千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.83 人 評価者

～ 6,707千円 健康管理課長　田中　浩文

312
こど
も未
来部

こど
も家
庭セ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

核家族化した社会のなかで、妊娠・子
育てに、ひとり悩むことが無いよう妊
産婦の方の気持ちに寄り添いながら、
今後も、その状況に応じた相談に取り
組んでいく。

R5その他職員従
事割合

4,000件 3,837件

地域のつながりも希薄になる
中で、孤独感や不安感を抱え
る妊産婦の方が、安心して出
産・子育てができるよう、関
係機関とも情報共有しながら
伴走型相談支援の充実を図
る。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.5人

R6目標

R4

3 すべての人に健康と福
祉を

最優先 自治事務 令和５年度へ繰越

①妊娠届出時の相談件数

②出生後の相談件数（目視
確認者数）

相談件数（合計）

妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談
に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につな
ぐ伴走型相談支援の充実を図ることが当該事業の
目的であることから、相談件数を指標とする。

妊娠届け出の受付を保健センター（現
こども家庭センター）に統一し、助産
師等の専門職による全数面談を実施し
た。
経済的支援の申請や案内等は、市のSNS
や電子メールを活用し市民の利便性の
向上及び事務の効率化を図った。

出産・子育て応援
事業（伴走型相談
支援）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

16 平和と公正をすべて
の人に

伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施
事業実施要綱（国）、埼玉県伴走型相談支援及び出産・子
育て応援給付金の一体的実施事業実施要綱、所沢市出産・
子育て応援事業実施要綱

30,040千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
17 パートナーシップで

目標を達成しよう
全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育
てできるよう、妊娠期から出産・子育てまで一
貫して身近で相談に応じる伴走型相談支援の充
実を図るとともに、妊娠の届出や出生の届出を
行った妊婦・子育て世帯等に対して、出産育児
関連用品の購入等の負担軽減を図るための経済
的支援を一体的に実施するものである。
　このうち本事業は、妊娠期から出産・子育て
まで一貫して身近で相談に応じ、様々なニーズ
に即した必要な支援につなぐ伴走型相談支援の
充実を図るものである。

会年職
員等

0人

実績 ー ー

妊産婦の体調や各家庭の事情に配慮しつつ行
うため、面談出来ないこともあるが、概ね目
標を達成できたと考える。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1,962件

②1,875件

R5目標

関係部署と連携しながら事
業を進め、安心して出産・
子育てが出来るよう支援し
た。

3,800件

321
健康
推進
部

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標をほぼ達成す
ることができており、事業の
目的である感染症の発生・ま
ん延防止は図られていると考
える。
今後は、高い接種率を維持し
ながら事業の目的を達成する
ことができるよう、引き続き
確実な周知と適切な勧奨に努
めていく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 941,059千円

①小児予防接種接種者数

②成人予防接種接種者数
（キャッチアップ接種を含
む）

小児予防接種接種率
（延べ接種者数56,103人÷対象者数61,769
人）

1人

R6目標

S23

予防接種法 978,124千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

各種予防接種を実施することで、市民の免疫レ
ベルを高い水準に保ち、感染症の発生・まん延
を防止する。
【種類】
（小児）ヒブ、小児用肺炎球菌、Ｂ型肝炎、四
種混合、不活化ポリオ、ＢＣＧ、麻しん風しん
混合、麻しん、風しん、水痘、日本脳炎、二種
混合、ＨＰＶ（キャッチアップ接種を除く）、
ロタウイルス
（成人）男性の風しん、高齢者インフルエン
ザ、成人用肺炎球菌

会年職
員等

1人

実績 100.0% 97.0%

予防接種のうち、ＨＰＶワクチンの接種率が
45.7％と他よりも極めて低率であったことが
目標値の達成に至らなかった要因と考えられ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①56,103人

②52,765人

R5目標 R5実績

国や県の動向を踏まえながら、感染症
の発生・まん延を防止すべく、継続し
て事業を実施していく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 90.8%
予防接種の高い接種率を維
持することで、市民の免疫
レベルを高水準に保ってい
る。

会年職
員等

100.0%

321
健康
推進
部

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

感染症の発生・まん延を防止するためには市民の
免疫レベルを高い水準に保つ必要があることか
ら、予防接種の周知・勧奨を確実に行うことによ
り、100％に近い接種率を維持していくことを目標
とする。

令和4年度、二種混合ワクチンの接種率
は69.8％であったが、ハガキで勧奨を
行ったことにより、今年度は84.2％と
前年度よりも接種率が上がった。

各種予防接種事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

冊子化した予診票の発送率を前年度よ
り上げることにより、子どもの予防接
種を漏れなく受けてもらえるような取
り組みを進める。

R5その他職員従
事割合

100.0% 79.7%

成果指標の目標をある程度達
成することができており、対
象児の保護者が予診票の管理
がしやすくなっていると考え
る。
今後は、予診票の冊子化した
ものを対象児へ毎月滞りなく
配布し、事業の目的を達成す
ることができるよう努めてい
く。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5

3 すべての人に健康と福
祉を

優先 自治事務 0千円

①予診票冊子発送件数

予診票冊子発送率
年間対象児（1,905人）÷予診票冊子発送数
（1,428人）

予診票の冊子化によって保護者が予診票の管理を
しやすく、定期予防接種参考スケジュールや接種
予定日・接種日を記載できるため、接種率向上に
繋がることから発送率を指標とする。

予診票を冊子化したことにより、生後2
か月から小学校入学前までに実施する
定期接種の予診票を一括管理できるこ
とから、保護者にとって利便性が高
まった。
また事務においては、封入封緘におけ
る準備時間が削減され、予診票の在庫
管理が容易になった。

「子どもの予防接
種Ⅾiary」作成事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

予防接種法 2,221千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

小学校入学前までの定期予防接種で使用する予
診票を冊子化し、一冊にまとめて生後２か月ま
でに発送するものである。
定期予防接種で使用する予診票の冊子化によ
り、保護者が予診票の管理をしやすくすること
に加え、定期予防接種参考スケジュールや接種
予定日・接種日を記載できる接種状況管理欄を
設けるなど、予防接種に係る情報提供を充実さ
せることで、効率よく漏れなく予防接種を受け
てもらうことを目的とするもの

会年職
員等

0人

実績 ― ―

新規事業である予診票の冊子化にあたり、想
定よりも校正作業に時間がかかったため、4月
から6月については従前方式の予診票を発送し
ている。そのため結果として、冊子の発送件
数が想定よりも少なくなったことが要因と考
えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1,428人

R5目標

予防接種の高い接種率を維
持することで、市民の免疫
レベルを高水準に保ってい
る。

100.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

253,234千円

R5予算現額

275,298千円

R4正規職員人件
費

2.90 人

23,206千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.58 人 評価者

～ 20,849千円 健康管理課長　田中　浩文

R4予算現額

0千円

R5予算現額

3,159千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.53 人 評価者

～ 4,283千円 健康管理課長　田中　浩文

R4予算現額

6,920千円

R5予算現額

6,677千円

R4正規職員人件
費

6.52 人

52,173千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

7.88 人 評価者

～ 63,678千円 健康管理課長　田中　浩文

323
健康
推進
部

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

大腸がん検診の受診者数は、
平成29年度以降微増傾向で、
令和元年度に16,788人となっ
たが、新型コロナウイルス感
染症の影響により令和2年度は
16,170人まで減少した。その
後令和3年度は17,657人に増加
し、令和4年度は17,720人、令
和5年度は17,850人とわずかで
はあるが増加が継続している
ため。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 225,393千円

①延べ受診勧奨人数（受診
券送付含む）
②延べ受診件数（前立腺含
む）

大腸がん検診受診率

（受診者数÷対象者数×100＝受診率）
（受診者：17,850人、対象者：219,453人）

3人

R6目標

S58

健康増進法 262,476千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

がん検診を実施することにより、がんの早期発
見と早期治療につなげ、市民のがんによる死亡
の減少を図る。
【検診の種類と対象】
胃・肺・大腸がん検診は40歳以上の男女、乳が
ん検診は40歳以上の女性、子宮頸がん検診は20
歳以上の女性、前立腺がん検診は50歳から80歳
までの５歳刻みの男性

会年職
員等

3人

実績 8.4% 8.1%

新型コロナウイルス感染症の影響により、令
和2年度に16,170人（受診率7.5％）となった
受診者数・受診率は、令和5年度には40歳から
60歳の国保加入者に受診勧奨したこともあ
り、17,850人（8.1％）まで向上したが、目
標値にまでは至らなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①70,746人

②45,131人

R5目標 R5実績

今後も、受診しやすい環境の整備、受
診勧奨の対象や通知の時期、受けたく
なるような勧奨の内容等を工夫し、受
診率のさらなる向上に努めていく。

R5その他職員従
事割合

8.5% 8.1%
対象年齢の市民に、市の補
助を受け、安価でがん検診
を受診する機会を提供して
いる。

会年職
員等

8.6%

323
健康
推進
部

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

早期発見・早期治療により、がんによる市民
の死亡の減少を図ることが目的であるため、
性別に関係なく、また、保健センター及び市
内協力医療機関のどちらでも受診できる大腸
がん検診を指標とする。

毎年実施している年度当初勧奨に加え
て、令和５年１０月３日に、所沢市国
民健康保険に加入する４０歳から６９
歳の方の内、令和５年度にがん検診
（胃・肺・大腸・乳・子宮）の申し込
みをしていない方に対して、がん検診
の案内や受診券を送付し検診受診勧奨
を行った。

がん検診事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

今後も、受診しやすい環境の整備、受
診勧奨の対象や通知の時期、受けたく
なるような勧奨の内容等を工夫し、受
診率のさらなる向上に努めていく。

R5その他職員従
事割合

4.0% 7.6%

成果指標の目標値を達成する
ことができ、事業の目的であ
る子宮頸がん検診の受診の促
進は図られていると考える。
今後は、より高い受診率を目
指しながら事業の目的を達す
ることができるよう、引き続
き周知と勧奨に努めていく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5

3 すべての人に健康と福
祉を

優先 自治事務 0千円

①自己検査キット申込案内
発送数

②検査実施者数

28歳女性子宮頸がん検診受診率
（受診者数÷対象者数×100＝受診率）
（受診者：138人、対象者：1,808人）

自己検査キットの送付により子宮頸がん検診受診
の促進につなげることを目的とすることから、自
己検査キットの申込案内発送対象年齢である28歳
女性の子宮頸がん検診の受診率を指標とする。
令和4年度の28歳女性の子宮頸がん検診の受診率が
2.0％であったことより目標を4.0％に設定する。

自己検査キットの申込案内通知で自己
検査キットの利便性や、HPV、子宮頸が
んについての周知、説明を行い、自己
検査キットによるHPV検査と子宮頸がん
検診受診の勧奨に努めた。
また、自己検査キットの未申込者に対
して勧奨はがきを送付した。

自己検査キットに
よる子宮頸がん検
診受診促進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

がん対策基本法 839千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

自分で手軽に検体を採取することができる検査
キットの活用により、がん検診未受診者の定期
受診及び子宮頸がんリスクの高い者の早期受診
につなげることを目的とするものである。
【自己検査キット申込案内の発送対象】
令和５年度中に２８歳になる女性
（平成７年４月１日～平成８年３月３１日生）

会年職
員等

0人

実績 ― ―

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1,808人

②228人

R5目標

対象年齢の市民に、HPV自
己検査を無償で受診する機
会を提供し、子宮頸がん検
診の受診促進につながって
いる。

8.0%

324
健康
推進
部

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

精神保健福祉士による延べ相
談件数は10,415件と前年から
増加している。相談者の状況
に合わせ平日の夜間や緊急時
には土曜日などに対応するこ
ともある。相談者への支援を
優先し関係機関等との連携を
図りながら支援を進めた。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 5,604千円 ①精神保健福祉士による相

談件数

②こころの健康講座及びこ
ころの美術展の参加人数

③精神障害者等一時宿泊事
業の延利用者数及び利用日
数

精神保健福祉士による延べ相談件数

0人

R6目標

H14

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 5,624千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

精神保健相談については、来所、訪問、電話及
びメール等により行い、必要に応じて専門医に
よる相談を実施する。精神障害の早期発見、早
期治療と治療の継続等、社会復帰に向けた総合
的な支援を行う。また精神保健福祉に関する知
識の普及啓発を実施する。

会年職
員等

0人

実績 9,000件 10,182件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①延相談件数10,415件
来所相談929件　訪問支援
1,042件　電話相談8,326件
メール相談118件
②延参加人数　3,505人
こころの健康講座 251人参加
こころの美術展　3,254人参加
③延利用者数　16人
　　　利用日数　56日間

R5目標 R5実績
小学生から高校生を含む10代のこども
に関する相談が増えているため、教育
分野や医療機関との連携が課題になっ
ている。また引きこもりや生活困窮、
母子保健など複雑な相談も多いため、
担当職員の相談技術向上を図る必要が
ある。

R5その他職員従
事割合

9,500件 10,415件

相談者の課題解決に向け相
談支援をおこない、社会参
加ができるよう努めた。会年職

員等
10,000件

精神障害の早期発見、治療、社会復帰及び社会経
済活動への参加の促進を図ることが精神保健相談
の目的であるため、精神保健福祉士の相談件数を
指標とした。

職員の経験年数が支援の格差にならな
いように、職員間の情報共有や助言な
どを密に図りながら、組織で取り組む
ことを意識した。また、研修への参加
や関係機関と連携によって支援の質を
高めることに取り組んだ。

精神保健事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,071千円

R5予算現額

1,110千円

R4正規職員人件
費

0.91 人

7,282千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.78 人 評価者

～ 6,303千円 健康管理課長　田中　浩文

R4予算現額

3,105千円

R5予算現額

3,267千円

R4正規職員人件
費

0.25 人

2,001千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.54 人 評価者

～ 4,364千円 保健医療課長　河西秀樹

R4予算現額

16,035千円

R5予算現額

16,248千円

R4正規職員人件
費

0.25 人

2,001千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.53 人 評価者

～ 4,283千円 保健医療課長　河西秀樹

324
健康
推進
部

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績
不登校やひきこもり、家庭内の不和、
親への反抗など多彩な行動が現れるた
め、家族からの問合せが多く高校生の
本人からの相談もある。事業を通して
教育分野との連携を進め、高校生のメ
ンタルヘルスに関する支援の充実に取
り組んでいく。

R5その他職員従
事割合

32人 23人

思春期特有の不安定になりや
すい心の特性に配慮しなが
ら、精神科医師の立場から助
言を行っている。医療的な助
言に限らず、保護者や学校な
どの環境調整も含めた助言に
よって、その後の支援に生か
されている。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H21

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 1,015千円

①自死遺族支援「わかちあ
いの会」の運営

②思春期こころの健康相談
事業

思春期こころの健康相談事業での延べ相談者
数

「生きるを支える所沢市行動計画」（自殺対策計
画）に基づく施策のうち「思春期こころの健康相
談事業」の相談者数を指標とした。

予約のキャンセルがあった場合には、
次月の予約や精神保健福祉士が随時相
談に対応するなど、問題が長期化しな
いように配慮した。市内外の高校に出
向き養護教諭に事業の説明をするなど
周知に取り組んだ。

自殺防止対策にか
かる啓発事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

自殺対策基本法
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 944千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

自殺対策基本法の基本理念には、自殺が個人的
な問題としてのみとらえられるべきものではな
く、その背景には様々な社会的な要因があるこ
とを踏まえ、その対策が社会的な取組として実
施されなければならないとされている。
　本市においてもその趣旨を踏まえ相談や普及
啓発等の自殺防止対策を実施する。

会年職
員等

0人

実績 31人 31人

相談者の体調や気分によって、当日にキャン
セルされることが多い。また、12回の実施予
定が11回の実施になったこともあり、相談者
数が減少した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①6回実施　66人参加

②11回実施　23人

R5目標

相談者の精神的不調や家庭
環境、学校等との連携を図
りながら、社会参加できる
よう相談支援を実施した。

32人

331
健康
推進
部

保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

本事業は、平日夜間、祝休日
の昼間・夜間、すべての日の
小児の第二次救急医療体制の
確保を目的としており、現在
すべての休日、祝日及び年末
年始で実施されている。今後
も引き続き所沢地区（所沢
市、狭山市、入間市）３市で
連携し、事業が円滑に推進で
きるよう努めていく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 3,065千円

①診療目標日数（平日夜
間、日曜昼・夜間、祝休日
昼・夜間）

②診療実施日数

小児科救急医療病院群輪番制実施率
診療実施日数　÷　診療目標日数

0人

R6目標

H12

所沢地区小児科救急医療病院群輪番制病院運営費補助に関
する協定書、埼玉県小児救急医療施設運営費補助金交付要
綱

3,254千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

夜間（月から土曜日）及び休日・祝日の小児の
第二次救急医療を確保するため、所沢市、狭山
市、入間市において、３市及び協力医療機関
（４病院）による協定書に基づき、輪番制で第
二次救急医療体制の整備を図るものである。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

1月1日、西埼玉中央病院の設備入れ替えに伴
い救急患者の受入れを停止したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①439日

②437日

R5目標 R5実績

本事業は、第二次救急医療体制の整備
を図る上では必要不可欠であるため、
継続して実施できるよう、所沢市、狭
山市、入間市、３市で連携を強化して
いく必要がある。

R5その他職員従
事割合

100.0% 99.5%

所沢地区における、小児の
休日及び夜間の診療の確保会年職

員等
100.0%

331
健康
推進
部

保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

本事業は、平日夜間、祝休日の昼間・夜間、すべ
ての日の小児の第２次救急医療体制の確保を目的
としていることから診療実施率を指標としてい
る。

引き続き、安定的な事業の実施継続に
向けて、所沢市、狭山市、入間市で連
携を図るとともに情報共有に努めた。

小児科救急医療病
院群輪番制事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

本事業は、初期救急医療体制の整備を
図る上では必要不可欠であるため、継
続して実施できるよう、所沢市医師会
との連携の強化に努めている。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

本事業は、一般の医療機関が
診療を行っていない、休日、
祝日及び年末年始における初
期救急医療体制の確保を目的
としており、現在、すべての
休日、祝日、及び年末年始で
実施されている。今後も引き
続き、事業委託先である所沢
市医師会と連携強化を図り、
事業を継続していく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S59

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 15,964千円

①診療計画日数

②診療実績日数

診療実施率
診療実施日数　÷　診療計画日数

本事業は、一般の医療機関が診療を行っていない
休日・祝日及び年末年始における初期救急患者に
対する医療体制の確保が目的であることから、診
療実施率を指標とした。

引き続き、安定的な事業の実施継続に
向けて、所沢市医師会と連携し、在宅
当番医から協力を得た。

在宅当番医制実施
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

埼玉県地域保健医療計画 16,248千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

一般の医療機関が診療を行っていない休日・祝
日及び年末年始において、初期救急患者の医療
体制を確保するため、所沢市医師会との委託契
約により、市内の医療機関が輪番制で診療を実
施するものである。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①73日

②73日

R5目標

祝休日及び年末年始の初期
救急医療の確保

100.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

31,045千円

R5予算現額

31,187千円

R4正規職員人件
費

0.25 人

2,001千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.54 人 評価者

～ 4,364千円 保健医療課長　河西秀樹

R4予算現額

52,710千円

R5予算現額

53,758千円

R4正規職員人件
費

0.52 人

4,161千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.81 人 評価者

～ 6,546千円 保健医療課長　河西秀樹

R4予算現額

560,676千円

R5予算現額

433,901千円

R4正規職員人件
費

10.50 人

84,021千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

8.30 人 評価者

～ 67,072千円 総務課長　粕谷　憲之

331
健康
推進
部

保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

本事業では、夜間、休日・祝
日及び年末年始、すべての日
において第２次救急医療体制
が確保されている。今後も引
き続き、所沢地区（所沢市、
狭山市、入間市）３市で連携
し、事業が円滑に推進できる
よう努めていく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 31,045千円

①診療計画日数
夜間（366日）+祝日・休日
昼間（73日）

②診療実績日数

診療実施率
診療実施日数　÷　診療計画日数

0人

R6目標

S55

所沢地区病院群輪番制病院運営費補助に係る協定書、所沢
地区病院群輪番制病院運営費補助金交付要綱 31,187千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

夜間及び休日・祝日、年末年始の第二次救急患
者の医療体制を確保するため、所沢地区（所沢
市、狭山市、入間市）における第二次救急医療
機関（１３病院※）が病院群輪番制方式により
診療を実施するものである。
※狭山中央病院と所沢明生病院の合併に伴い、
令和５年１２月より１２病院で実施している。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①439日

②439日

R5目標 R5実績

本事業は、第２次救急医療体制の整備
を図る上では必要不可欠であるため、
継続して実施できるよう、所沢市、狭
山市、入間市、３市で連携を強化して
いく必要がある。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

所沢地区における、祝休日
及び夜間の第2次救急医療
の確保会年職

員等
100.0%
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実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

本事業は、夜間及び休日・祝日、年末年始の第２
次救急医療体制を確保することが目的であるた
め、診療実施率を指標とした。

引き続き、安定的な事業の実施継続に
向けて、所沢市、狭山市、入間市で連
携を図るとともに情報共有に努めた。

所沢地区病院群輪
番制病院運営事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

指定管理者である所沢市歯科医師会や
関係団体と協力し、パンフレットの配
布やHPによる情報発信の強化により、
事業の周知に努める。また、引き続き
感染防止対策を講じながら、適切な予
約管理や診療時間の工夫により、多く
の利用者を受け入れることができる診
療体制を整える。

R5その他職員従
事割合

850人 674人

診察にあたっては、新型コロ
ナウイルス感染症の感染防止
対策として、診療間隔を長く
取ったことにより、患者数が
制限されたことから、目標値
は達成できなかったものの、
感染者が発生することもな
く、診療を継続できた。
今後も、一般の歯科診療所で
診療が困難な患者に対する歯
科診療体制及び休日緊急歯科
診療体制を確保し、歯科診療
事業を継続していく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H10

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 52,521千円
①在宅要介護高齢者歯科診
療
　　診療日数
②障害児者歯科診療
　　診療日数
③休日緊急歯科診療
　　診療日数

所沢市歯科診療所あおぞらの障害児者の診療
実績（単位：人）

障害児者の歯科診療が市の役割として期待されて
おり、これを充実させるため、受診できる最大受
診者数を指標とする。

昨年度に引き続き、消毒の徹底のため
診療間隔を従来より長く取り、患者間
の接触を減らすなど、新型コロナウイ
ルスの感染防止に努めながら、年間を
通して診療を行った。

歯科診療所事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

医療法、所沢市歯科診療所条例 53,725千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

一般の歯科診療所での診療が困難な患者への歯
科診療体制及び休日緊急歯科診療体制の確保を
目的として、保健センター内「歯科診療所あお
ぞら」において、在宅要介護高齢者及び障害児
者の歯科診療、休日緊急歯科診療を実施するも
のである。

会年職
員等

0人

実績 850人 661人

歯科診療所あおぞらの障害児者の診療につい
ては、感染防止対策を目的に診療間隔を従来
より長く取っていること、体調不良等による
キャンセルが発生することにより受診者数が
伸びず、目標値に達しなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①61日

②101日

③71日

R5目標

一般の歯科診療所での診療
が困難な患者への歯科診療
体制及び休日緊急歯科診療
体制の確保

850人
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実施計画ランク 事業の種別

企
業
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標達成には至らなかった
が、常勤内科医師3名を中心と
した体制の中、新型コロナウ
イルス感染症拡大時期におい
ては従来通りの医療提供体制
を維持した上で内科外来事業
を実施したことを評価した
い。さらに、患者数の実績に
おいても、上記体制の中、過
去5年間で最も多かったことを
評価したい。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 434,147千円

①内科外来診療患者数
（二次救急含む）

②診療日数

１日の内科外来診療患者数（二次救急含む）
（内科外来患者数／診療日数）

24人

R6目標

S51

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則 387,267千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

地域住民の医療ニーズを的確に把握し、地域に
おける医療提供体制の充実を図り、良質な医療
を効率的・継続的に提供するものである。
①内科外来診療
②内視鏡検査の実施
③糖尿病外来の実施

会年職
員等

22.5人

実績 91人 77人

常勤内科医師が令和4年度末に2名退職したこ
と、及び、令和5年度中での採用に至らなかっ
たことに伴い、令和5年度は常勤内科医師3名
を中心とした体制で内科外来事業を実施して
いたことが目標達成に至らなかった要因とし
て考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①19,250人

②246日

R5目標 R5実績

常勤内科医師の採用活動に取組み、常
勤内科医師が常に4名以上在籍している
体制の構築に努めたい。

R5その他職員従
事割合

91人 78人
地域における医療提供体制
の充実を図り、良質な医療
の効率的・継続的な提供に
努めた。

会年職
員等

91人

公的医療機関として、地域における医療提供体制
の充実を図ることを目標とし、信頼して受診いた
だける受診環境の整備に努めていることから、内
科外来の診療患者数を指標とする。

新型コロナウイルス感染症が５類へ移
行したことに対応する必要があった
が、感染症対策を引き続き取りつつ、
安定的な患者の受入れができる体制の
構築を行った。

内科外来事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

748,311千円

R5予算現額

774,723千円

R4正規職員人件
費

31.80 人

254,464千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

26.10 人 評価者

～ 210,914千円 総務課長　粕谷　憲之

R4予算現額

642,662千円

R5予算現額

675,299千円

R4正規職員人件
費

17.10 人

136,834千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

15.80 人 評価者

～ 127,680千円 総務課長　粕谷　憲之

R4予算現額

220,285千円

R5予算現額

223,448千円

R4正規職員人件
費

4.00 人

32,008千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

3.80 人 評価者

～ 30,708千円 総務課長　粕谷　憲之
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R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績 急性期及び回復期の患者のほか、引き
続き新型コロナウイルス感染症の陽性
患者の入院を受け入れ、病床管理の調
整を図る。
また、市民医療センターの地域包括ケ
ア病床の周知を行い、地域の医療・介
護・福祉との連携を深め、病床利用率
の向上を図る。

R5その他職員従
事割合

85.0% 74.4%

目標達成には至らなかった
が、埼玉県西部圏域における
回復期病床の不足から地域包
括ケア病床の需要が高まって
いたことを受け、令和5年8月
に11床から13床への増床を実
施した。これにより、地域包
括ケア病床における延べ人数
が、令和4年度から約7%にあた
る651人の増加という結果を出
すことができた。並びに、全
体のベッドコントロールが以
前よりも円滑に行えるように
なり、全体病床利用率が56.8%
から66.6%に増加する改善効果
も生むことができたことから
評価した。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

33.1人

R6目標

S51

3 すべての人に健康と福
祉を

優先 自治事務 601,562千円 ①地域包括ケア病床在院患
者延数
②入院患者実人数
③病床利用率
※延べ年間入院患者数/延べ
年間病床数×100
④搬送救急収容人数
※消防隊の搬送で入院した
患者

地域包括ケア病床の利用率
（地域包括ケア病床在院患者延数×100／病床
数×365）

公的医療機関として、地域医療に求められる病床
機能を確保しつつ事業運営をしていくという役割
があるため、地域包括ケア病床の利用率を指標と
する。

新型コロナウイルス感染症が5類感染症
に移行後、退院基準を満たしたアフ
ターコロナ患者のみならず、陽性患者
の入院を受け入れ、陽性患者には抗ウ
イルス薬のベクルリーを投与した。ま
た、感染症の拡大により制限していた
入院患者への面会も徐々に緩和し、安
心して治療に専念できる医療環境の提
供に努めた。

入院事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則 602,816千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

一般入院、かかりつけ医からの紹介、民間病院
で受け入れ困難な患者などについて、入院受入
れを行い市民が安心して暮らすことができる医
療環境を整備する。また、医療機関や行政機関
との連携を図り、地域での医療連携（地域完結
型医療）体制を推進するものである。

会年職
員等

43.1人

実績 85.0% 67.4%

目標未達成の理由として、病棟において新型
コロナウイルスの集団感染が2度発生し、ベッ
ドの回転率が低下したことが影響したものと
考えている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①3,359人

②697人

③66.6

④66人

R5目標

地域における医療提供体制
の充実を図り、良質な医療
の効率的・継続的な提供に
努めた。

90.0%
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企
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R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

感染症対策として健診会場内
の消毒や、密回避のための受
付時間の分散、また、受診者
へのマスク着用の依頼等を講
じながら継続的な実施をし
た。
また、受診者を女性に限定し
た毎月1回のレディースデーの
実施を継続し、市民がリラッ
クスして受けられるよう努め
た。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 497,787千円 ①人間ドック等受診者数

②精密検査指示者数

③市民医療センターでの精
密検査受診者数

市民医療センターで人間ドックを受診し、精
密検査を指示された方のうち市民医療セン
ターで精密検査を受けた方の割合

50.1人

R6目標

S51

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則 494,294千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市民の健康維持・増進のため、人間ドック、特
定健診などの検診を実施する。また、疾病の早
期発見、早期治療に繋げていくため、精密検査
や治療が必要な受診者に対し、受診勧奨を行
い、確実な医療機関への受診を促進するもので
ある。

会年職
員等

48人

実績 30.0% 31.3%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①10,023人

②1,032人

③335人

R5目標 R5実績
効率的で快適な受診環境の整備に努
め、更なる受診者を受入れることによ
り、市民が健康で安心な生活を送れる
よう事業継続に努める。
また、健診結果通知後２ヶ月以内の精
検通知により、精検受診の促進に努め
る。

R5その他職員従
事割合

30.0% 32.4%
市民の健康維持・増進のた
め、人間ドック等の健診事
業を実施し、疾病の早期発
見、早期治療につなげるよ
うに努めた。

会年職
員等

30.0%
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R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

疾病の早期発見、早期治療に取り組むことを目標
とするため、人間ドックで精密検査を指示された
方のうち、市民医療センターで実際に精密検査を
受けた方の割合を指標とする。

一部の契約団体とＷＥＢによる詳細な
予約方法に関する体制を整備した。
また、精密検査の判定となった場合に
関するチラシを作成し、受診者全員に
配布することで、精密検査受診と市民
医療センターでの受診を促す取組みを
行った。

健診事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

今後も安定的に小児初期救急医療体制
を維持するため、医師会や他の医療機
関との連携に努める。

R5その他職員従
事割合

維持 維持

新型コロナウイルス感染症、A
群溶血性レンサ球菌咽頭炎や
インフルエンザ等の感染症が
拡大したことにより、年間患
者数が令和4年度と比較して飛
躍的に増加した。しかしなが
ら、所沢市市民医療センター
常勤医師のほか、非常勤医師
及び所沢市医師会からの派遣
医師と連携し、所沢市域全体
で小児初期救急医療体制を安
定的に実施したため、評価し
た。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

44.4人

R6目標

H11

3 すべての人に健康と福
祉を

優先 自治事務 190,920千円

①小児夜間急患診療年間患
者数
②小児深夜帯急患診療年間
患者数
③小児科日曜日・休日急患
診療年間患者数

小児初期救急医療体制の維持

安心して子育てができる医療環境を整備するた
め、市民医療センターと市内医療機関が連携し
て、所沢市域全体での小児初期救急医療の提供体
制を維持するものである。

新型コロナウイルス感染症が5類移行後、新
型コロナウイルス感染症の他、A群溶血性レ
ンサ球菌咽頭炎やインフルエンザ等の感染症
についても拡大するなかで、所沢市市民医療
センター常勤医師のほか、非常勤医師及び所
沢市医師会からの派遣医師と連携を強化し、
安定的に小児初期救急医療体制を維持すべく
体制整備を行った。

小児初期救急医療
体制推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則 200,216千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

安心して子育てができる医療環境を整備するた
め、医療機関の多くが診療を実施していない夜
間、深夜、日曜日及び祝日において小児の内科
的急性疾患の初期診療を実施し、関係医療機関
と連携しながら所沢市域全体で３６５日の小児
初期救急医療体制が維持できるよう努めてい
く。

会年職
員等

43.5人

実績 維持 維持

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2,851人

②1,311人

③5,328人

R5目標

地域における医療提供体制
の充実を図り、安心して子
育てができる医療環境の整
備に努めた。

維持



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

196,376千円

R5予算現額

186,749千円

R4正規職員人件
費

4.60 人

36,809千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

3.80 人 評価者

～ 30,708千円 総務課長　粕谷　憲之

R4予算現額

8,545千円

R5予算現額

7,665千円

R4正規職員人件
費

0.23 人

1,840千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.23 人 評価者

～ 1,859千円
国民健康保険課長　石川　純
也

R4予算現額

5,467千円

R5予算現額

5,456千円

R4正規職員人件
費

1.94 人

15,524千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.65 人 評価者

～ 13,334千円
国民健康保険課長　石川　純
也

333

市民
医療
セン
ター

市民
医療
セン
ター
事務
部総
務課

実施計画ランク 事業の種別

企
業
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナウイルス感染症、A
群溶血性レンサ球菌咽頭炎や
インフルエンザ等の感染症が
拡大したことにより、年間患
者数が令和4年度と比較して飛
躍的に増加した中、安定的に
小児科外来事業を実施したた
め評価した。
また、通常の一般外来の患者
数が飛躍的に増加する中、専
門外来についても維持したた
め評価した。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 160,006千円

①小児科外来診療患者数

②診療日数

③小児神経発達外来、夜尿
症外来、フォローアップ外
来の患者数

１日の小児科外来診療患者数
（小児科外来患者数／診療日数）

7.8人

R6目標

S51

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則 170,958千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

安心して子育てができる医療環境を整備するた
め、地域における医療提供体制との連携を図
り、良質な医療を効率的・継続的に提供するも
のである。
①小児科外来診療
②小児神経発達外来等、専門外来の実施

会年職
員等

7人

実績 66人 73人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①27,448人

②243日

③1,199人

R5目標 R5実績

地域の医療ニーズに最大限こたえられ
るよう、引き続き診療体制の維持に努
める。

R5その他職員従
事割合

66人 112人
地域における医療提供体制
の充実を図り、安心して子
育てができる医療環境の整
備に努めた。

会年職
員等

66人

341
健康
推進
部

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

公的医療機関として、地域における医療提供体制
の充実を図ることを目標とし、信頼して受診いた
だける受診環境の整備に努めていることから、小
児科外来の診療患者数を指標とする。

5月に新型コロナウイルス感染症が5類
感染症に位置付けられたことから、コ
ロナ禍前の診療体制に転換する一方
で、引き続き、市民からの需要が大き
い発熱外来は継続して実施し、診療体
制の維持強化に努めた。

小児科外来事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

今後は、より再審査申出効果額が上が
るよう点検結果を踏まえ、対策を行う
など点検内容の精度を高めていく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 126.3%

レセプト点検業務の実施によ
り再審査申出効果額が前年度
を上回り保険者負担分が削減
された。引き続き効果が上が
るよう取り組んでいく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R2

3 すべての人に健康と福
祉を

優先 自治事務 6,784千円

①レセプト点検率

②再審査申出件数

③再審査申出効果額

再審査申出に伴う決算額に対する効果額の割
合

再審査申出に伴う効果額は、レセプト件数や医療
機関での算定内容によって増減が大きいため費用
対効果を指標とする。

個人情報の持ち出しの際は、プライバ
シーガード便を採用しセキュリティの
確保に努めた。

レセプト点検業務
委託事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

国民健康保険法 5,193千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

1　埼玉県国民健康保険団体連合会で審査された
レセプトを受領し、電算処理する。
2　レセプト点検システムにより内容点検を行
う。
3　内容について疑義がある場合は、埼玉県国民
健康保険団体連合会へ再審査の依頼をする。

会年職
員等

0人

実績 150.0% 76.4%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①100％

②13,605件

③6,557,432円

R5目標

レセプト内容の点検をする
ことで医療費の適正化を
図った。

100.0%

342
健康
推進
部

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

Ｒ5目標値の60.0％には達成し
ていないものの、確定してい
るＲ4実施率では、県内40市中
3位の実績を上げている。
他市町村においても、実施率
向上には苦労しているが、、
所沢市では、業務委託の実績
が上がらないところを国保専
門職による対象者訪問で補っ
ている。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
最優先 自治事務 2,282千円

①特定保健指導（動機づけ
支援）の実施率

実施率（全体）

1人

R6目標

H31

高齢者の医療の確保に関する法律、国民健康保険法 2,171千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

平成20年4月から、各医療保険者には生活習慣病
予防及び疾病の早期発見・早期治療を通して、
健康の保持増進と生活の質の向上を図ることを
目的とした特定健康診査と特定保健指導の実施
が義務付けられた。
実施率向上を目指し、特定保健指導の一部（動
機付け支援）については、直営体制から業務委
託に切り替え、国の目標値60％が達成できる体
制の再構築を目指すものである。

会年職
員等

1人

実績 50.0% 32.4% R5目標値60％は、国の基本方針で定められて
いる市町村国保の目標値60％を第3期所沢市国
民健康保険特定健康診査等実施計画（H30～
R5）においても最終目標値として設定し、各
年度目標を定めたものである。
特定保健指導の一部を医師会に委託すること
により、目標達成を目指したが、各医療機関
における実績が伸び悩んでいる。医療機関に
対しては、より積極的な働きかけが必要と思
われる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①29.5％（令和6年7月25日
現在）

R5目標 R5実績
アンケート調査の結果、人員や時間の
確保が難しいという医療機関側の問題
もあったが、対象者の選定が分かりに
くいという回答も多かった（26％）。
このため、令和6年度からは積極的支援
も委託内容に加えることで選定を簡単
に行えるようにする。

R5その他職員従
事割合

60.0%
27.9%（令和6年7月
25日現在）

保健指導を通じて、被保
険者の健康増進を図れる
よう委託を行った。会年職

員等
60.0%

特定保健指導終了者数/特定保健指導対象者数
実施医療機関における課題を把握する
ため、アンケート調査を実施した。

特定保健指導業務
委託事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

23,101千円

R5予算現額

18,506千円

R4正規職員人件
費

0.64 人

5,121千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.60 人 評価者

～ 4,849千円
国民健康保険課長　石川　純
也

R4予算現額

1,291千円

R5予算現額

1,038千円

R4正規職員人件
費

0.38 人

3,041千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.38 人 評価者

～ 3,071千円
国民健康保険課長　石川　純
也

R4予算現額

300千円

R5予算現額

307千円

R4正規職員人件
費

0.91 人

7,282千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.85 人 評価者

～ 6,869千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

343
健康
推進
部

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

かかりつけ医の事業への賛同、協力お
よび対象者の同意が欠かせないため、
今後も丁寧な説明に努め、事業実績を
上げていく必要がある。

R5その他職員従
事割合

20.0% 20.9%

目標値については、達成する
ことができたが、受診率その
ものは、まだまだ向上の余地
があるため、継続して事業に
取り組む必要がある。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H26

3 すべての人に健康と福
祉を

優先 自治事務 13,544千円

①受診勧奨対象者の受診率

②保健指導対象者の修了率

③継続支援対象者の参加率

受診勧奨対象者の受診率
（R6からは、糖尿病や糖尿病合併症の傷病名
があるだけでなく、HbA1c等の検査または投薬
ありの者を受診有とする目標値に変更す
る。）

医療費が高額になる人工透析への移行を防ぐた
め、医療機関を受診していない人、もしくは受診
を中断した人の勧奨後の受診率を指標とする。

保健指導候補者のかかりつけ医に、協
力の依頼を行うとともに、書類の回収
について、可能な限り、医療機関を回
り直接受領するようにした。

糖尿病性腎症重症
化予防対策事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

国民健康保険法 12,122千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

県の指定を受けたモデル事業であり、国保連合
会との共同事業として実施。各保険者が事業費
用を分担金として負担。具体的には、レセプト
と健診データを活用し、糖尿病が重症化するリ
スクの高い未受診者・受診中断者を医療に結び
つける受診勧奨と、糖尿病性腎症で通院する被
保険者のうち、重症化するリスクの高い者に対
して保健指導を行い、人工透析への移行を防
ぐ。

会年職
員等

0人

実績 19.0% 18.8%

未受診理由としては、自覚症状がないことか
ら必要性の認識欠如や忙しさが想定される。
早期の受診の重要性を周知していくことが必
要と考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①21.2％

②90.9％

③27.3％

R5目標

被保険者の病状の安定を
図るため、県のプログラ
ムに参加し、事業を実施
した。

8.5%

344
健康
推進
部

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標値80％は引き続き超える
ことができたが、院内処方に
おけるジェネリック医薬品へ
の置き換えが進んでいないた
め、今後も引き続き普及啓発
を行っていく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 752千円

①ジェネリック医薬品数量
シェア

ジェネリック医薬品数量シェア

0人

R6目標

H25

- 735千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

ジェネリック医薬品の利用率の目標値を数量
ベースで80％と定め、ジェネリック医薬品の利
用促進シールの配布等により被保険者への周
知・啓発活動をすすめるとともに、医師会、歯
科医師会、薬剤師会等、医療関係者に対しても
協力・連携を図り、目標達成を目指す。

会年職
員等

0人

実績 80.0% 80.1%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①82.5％

R5目標 R5実績

今後も被保険者、処方元医療機関、調
剤薬局それぞれに向けた啓発が必要で
ある。

R5その他職員従
事割合

80.0% 82.5%

被保険者の医療費適正化
を図るため、周知啓発活
動を実施した。会年職

員等
80.5%

351
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

数量シェア＝ジェネリック医薬品の数量/（ジェネ
リック医薬品のある先発医薬品の数量＋ジェネ
リック医薬品の数量）×100 ジェネリック医薬品の普及啓発を進め

るため、啓発シール、啓発ポスターに
ついて新しいデザインで作成した。

ジェネリック医薬
品利用促進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

地区体育館のある地域だけではなく、
市全体でどうのような運動事業ができ
るかを考える。また児童館等と連携し
て子ども向けやその保護者を対象に体
操教室を開催するなど、健康体力つく
りの場を今後も引き続き提供してい
く。

R5その他職員従
事割合

100.0% 93.0%

スポーツを楽しむ機会の提供
のため、スポーツ振興課主催
事業教室の他に、各地区体育
館の教室の広報を行ってい
る。自治会館等でのサークル
等への指導者の確保、育成及
びその質の向上を引き続き
図っていく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S52

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 138千円

①参加者募集人数

②参加者数

教育委員会主催教室参加率
　（参加者数÷参加者募集人数×100）

地域社会への参加や自らの意志によって学習意欲
や探求心を維持し、良き興味を持ち、生きがいの
ある日々が過ごすことができるよう運動を通して
健康・体力つくりを行うことが必要であることか
ら、引き続き参加者の増員を目標とする。

新型コロナウイルス感染症が５類に移
行されたことにより、参加者の制限を
設けずに開催した。（参加者同士の距
離は引き続き間を空けるとともに手指
消毒液は設置した）

スポーツ教室開催
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

スポーツ基本法 448千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

主催事業教室の計画を立て年度初めに年間事業
予定表一覧｢スポーツ所沢｣を市民体育館、各ま
ちづくりセンター、コミュニティーセンター等
に配付する。随時日程に合わせ生涯学習情報紙
にて募集を行う。運動を通し健康維持を図ると
共にスポーツニーズに応え、生涯を通してス
ポーツに親しむきっかけをつくる。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 93.5%

新型コロナウイルス感染症が５類に分類され
たが、狭隘な体育館で行う教室のため敬遠す
る方がいた

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①810

②759

R5目標

高齢者への運動機会の提供
を行った。

100.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

8,000千円

R5予算現額

8,000千円

R4正規職員人件
費

1.48 人

11,843千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.33 人 評価者

～ 18,829千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

R4予算現額

ー

R5予算現額

850千円

R4正規職員人件
費

ー

ー どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.68 人 評価者

～ 5,495千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

R4予算現額

3,340千円

R5予算現額

2,396千円

R4正規職員人件
費

0.52 人

4,161千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.38 人 評価者

～ 3,071千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

351
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

誰もが参加できるマラソン大
会を通じて、市民の体力づく
り及び市内観光スポット等の
ＰＲを引き続き実施していき
たい。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 8,000千円

①総申込者数
　（非計測者を除く申込者
数）

②出走者数（計測者）

③会議開催回数

申込率
（募集人数（組数）÷申込者数（組数）×
100）

0人

R6目標

H2

スポーツ基本法 8,000千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

所沢市のメインイベントとして市のＰＲととも
に、市民の健康づくりや人とのふれあいの場を
提供し誰でも参加できることから、生涯にわた
る豊かなスポーツライフの実現を図る。
選手を公募し、当課が事務局となり、各種ス
ポーツ団体から選出された役員他で構成された
実行委員会を組織し、ハーフの部を含む３部門
を実施。

会年職
員等

0人

実績 88.0% 85.6%

実績値としては下がっているが、R5年度はR4
年度から申し込み期間を短縮しており、新型
コロナの落ち着きにより、実質的には増加傾
向にある。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①4,706人（非計測者を除く
申込者数3,647人）

②3,225人

③4回

R5目標 R5実績

ベルーナドームや狭山湖堰堤上を利用
するコースのPR や、ライオンズとのコ
ラボ等、魅力的な大会を継続的に提供
できるように収支を考えた更なる工夫
が必要となる。

R5その他職員従
事割合

88.0% 82.9%

市民の体力作り及び健康
増進に寄与した。会年職

員等
85.0%

351
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

募集人数（組数）に対する申込者をパーセン
テージで算出。
大会の魅力を増し、申込割合を高めていく。

・マイボトル持参を撤廃し、従来の給
水所を復活させた。

・関門の設定を変更し、多くの参加者
が、眺望の美しい狭山湖堤防を走るこ
とができるようにした。

所沢シティマラソ
ン大会開催事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

会場である早稲田大学との日程調整
や、如何に参加者を増やすか、PRの方
法にも工夫が求められている。

R5その他職員従
事割合

100.0% 75.5%

公認の陸上競技場での大会で
あることから、記録を重視し
た市民が参加できる大会であ
るとともに、参加者の健康づ
くりと生涯スポーツの振興を
図れる大会になるよう実施し
ていく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5

3 すべての人に健康と福
祉を

優先 自治事務 ー

①エントリー数

②参加者数

申込率
（募集人数÷エントリー数×100）

募集人数に対するエントリー数をパーセン
テージで算出。
大会の魅力をPRし、申込者を増やしていく。 R5年度新規事業

ところざわアスレ
チックフェスティ
バル開催事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

スポーツ基本法 850千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市民をはじめ、参加者の健康づくりと生涯ス
ポーツの振興を図る。開催日程は2日間とし、初
日は長距離を、2日目は長距離以外の種目を実施
する。

会年職
員等

ー

実績 ー ー

フェスティバルとして初めての開催のため、
周知不足が要因である。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①755

②563

R5目標

市民の体力向上と健康増進
に寄与した。

100.0%

352
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

スポーツ庁から業務委託を受
け、トップアスリートが国際
競技力向上に資する活動を効
果的・効率的に実施すること
ができるよう、施設の環境整
備を行うため、練習場の確保
及び拠点スタッフの配置を
行った。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 2,514千円

①練習希望日数

②練習会場確保日数

練習会場の確保率
（練習会場確保日数÷練習希望日数×100）

0人

R6目標

H28

スポーツ基本法 1,661千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

所沢市民体育館がスポーツ庁から東京パラリン
ピック競技種目であるゴールボールのナショナ
ルトレーニングセンター競技別強化拠点施設と
して指定されたことに伴い、本市がスポーツ庁
から業務委託を受け、トップアスリートが国際
競技力向上に資する活動を効果的・効率的に実
施することができるよう、施設の環境整備を行
うものである。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①69

②69

R5目標 R5実績

ナショナルトレーニングセンター競技
別強化拠点機能強化会議を開催し、地
域資源を活用したコンソーシアムの形
成を行い、地域としてのサポート体制
を整えると共に、地域振興の核となれ
るようコンテンツ化を図る。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

NTC施設としてゴール
ボールの認知活動に貢献
した。会年職

員等
100.0%

日本ゴールボール協会が希望する日程で練習
が実施できるように、市民体育館の施設を確
保するもの。

フィジカルトレーニングの質を向上さ
せるため、専用トレーニング室にベン
チプレス用のバーやウエイトなど、備
品をこれまで以上に充実させた。

ナショナルトレー
ニングセンター競
技別強化拠点施設
活用事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

247,913千円

R5予算現額

423,635千円

R4正規職員人件
費

5.09 人

40,730千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

4.69 人 評価者

～ 37,900千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

R4予算現額

30,289千円

R5予算現額

19,856千円

R4正規職員人件
費

1.22 人

9,762千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.45 人 評価者

～ 3,636千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

R4予算現額

2,700千円

R5予算現額

2,700千円

R4正規職員人件
費

0.11 人

880千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.13 人 評価者

～ 1,051千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

353
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績
良好な環境で、屋外体育施設を市民に
提供することは、市民の健康増進につ
ながるとともに、生涯スポーツの振興
が図られることにつながる。そのた
め、引き続き必要な修繕を行い、利用
者が安心して利用できる施設の管理・
運営をしていく。

R5その他職員従
事割合

80.0% 76.4%

今後においても、より一層市
民の余暇の拡大、健康増進に
努めていきたい。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S51

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 385,250千円

①施設利用枠数

②施設利用人数

③施設使用料収入

施設稼働率（利用枠数÷利用可能枠数×100）

市民の余暇の拡大、健康増進に寄与することを目
的としていることから、施設稼働率を指標とす
る。
目標値としては、前年より増やすことを目標とす
る。

施設を安全・快適に利用してもらうた
め、危険箇所の修繕を行った。

体育施設管理運営
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条例、所沢
市都市公園条例・同施行規則 408,452千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

体育施設をスポーツ、レクリエーションの場と
しての利用に供し、広く利用者の余暇活動、健
康増進に寄与することを目的とする。
・施設の利用については、公共施設予約システ
ムによる登録・利用申込みをし、利用する。
・利用者が安全かつ快適に利用できるよう施設
の整備、維持管理を行う。

会年職
員等

0人

実績 80.0% 75.9%

令和5年度の施設利用可能枠数は令和4年度に
比べて約5,500件増加したものの、記録的な暑
さの影響等で屋外運動場の稼働率が伸び悩ん
だため目標値未達成となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①258,554件

②801,114人

③107,890,110円

R5目標

施設利用者の余暇活動、健
康増進に寄与した。

80.0%

353
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

体育施設は年々老朽化が著し
く進んでいることから、安全
かつ快適な施設運営のために
も、引き続き施設の修繕、改
修に努めていきたい。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 22,775千円

①体育施設整備費執行額
（修繕）
②体育施設整備費予算額
（工事）
③体育施設整備費執行額
（工事）

整備施設の整備率（予算執行額÷予算額×
100）

0人

R6目標

S45

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条例 18,023千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市民の健康増進に寄与し、余暇活動の充実を図
るため、利用者が安全かつ快適に利用できるよ
う体育施設の整備を行う。
①所沢市公共施設等管理計画の内容に沿った整
備を検討する。②所沢市公共建築物修繕計画に
基づく改修工事を行う。③緊急性の高いものに
ついては、随時、修繕を実施する。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 98.1%

令和5年度は工事がなかったため修繕費及び設
計委託料の執行となった。修繕費について
は、予算残額の関係で出来なかった修繕が
あったため執行率100％とはならなかったもの
の、96.1％の執行率ということで目標値に近
い実績となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①12,742,114円

②0円

③0円

R5目標 R5実績

市民が生涯に渡ってスポーツを楽しめ
るよう、計画的な施設整備、既存施設
の修繕を行っていく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 96.1%

施設利用者の余暇活動、健
康増進に寄与した。会年職

員等
95.0%

353
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

施設の修繕、整備を目標とし、年々進む老朽化に
対応しながら、安全かつ快適な施設運営を行って
いく。 所沢市民武道館屋根改修及び空調設備

改修工事の設計委託を行った。

体育施設整備事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

市民が幅広くスポーツに参加し、親し
むことができるように、普段スポーツ
をしない市民も気軽に参加できるよう
な種目に変更して実施した。

R5その他職員従
事割合

100.0% 556.4%

所沢市民の健康と体力向上の
ため、その実践活動の促進と
関係団体相互の連絡調整を
行っている。市全体的なス
ポーツ大会をはじめ、各支部
の運動会や各種スポーツ大会
及び講習会などを実施してい
る。地区において体力つくり
市民会議支部団体及びスポー
ツ協会支部団体のすみわけ等
の問題があるため、令和７年
度を目標に統合する。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S47

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 2,700千円

①大会参加者数

②前年度大会参加者数

大会参加率
（今年度参加者数÷前年度参加者数×100）

体力事業として実施している各種スポーツ大会の
参加者を増やしていく。

航空公園運動場を会場に、人工芝の上
で親子で体験する「親子スポーツフェ
ア」を開催し、前年と種目を変更して
開催した。

体力つくり市民会
議交付金

根拠法令
R5決算額（見込
み）

スポーツ基本法、体力つくり市民会議交付金交付要綱 2,700千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

「体力つくり市民会議」は、スポーツ・レクリ
エーション大会や各種教室の実施を通じて、ゆ
とりある市民生活や体力の向上発展に寄与して
いる。また、各支部への支援を行なうことによ
り市民の生涯スポーツへの機会の提供を行う。
この組織の活動を支援することを目的としてい
る。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 250.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①779

②140

R5目標

親子でスポーツを楽しめる
機会を作り、好評を得た。

100.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,110千円

R5予算現額

1,110千円

R4正規職員人件
費

0.34 人

2,721千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.38 人 評価者

～ 3,071千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

R4予算現額

1,960千円

R5予算現額

3,000千円

R4正規職員人件
費

0.24 人

1,920千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.08 人 評価者

～ 646千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

R4予算現額

600千円

R5予算現額

600千円

R4正規職員人件
費

0.34 人

2,721千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.33 人 評価者

～ 2,667千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

353
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

少子化及びスポーツ少年団に
属さないアーバンスポーツの
台頭などで登録人数は横ばい
若しくは微減状態にあるが、
青少年の育成というスポーツ
少年団の理念があることから
引き続き、団員の確保に努め
ていく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 1,110千円

①登録団体数

②登録団員数

登録団員数率
　（今年度登録数÷前年度登録数×100）

0人

R6目標

S48

スポーツ基本法、スポーツ少年団補助金交付要綱 1,110千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

スポーツを愛好する青少年がスポーツを通じ心
身の健全な育成及び鍛錬することを目的に結成
した単位スポーツ少年団を、育成･支援するため
に「所沢市スポーツ少年団」が結成された。こ
の組織が行う事業と組織の充実を図るために、
交付金の交付を開始した。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 103.2%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①57

②1,631（前年度1,610）

R5目標 R5実績

県スポーツ少年団の講習会を受講する
ことで、スポーツ少年団指導者の育成
を図り、より幅広い層である未就学児
の団員の確保を目指していくものとす
る。

R5その他職員従
事割合

100.0% 101.3%

青少年がスポーツに親し
み、参加しやすい環境を整
えた会年職

員等
100.0%

353
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

少子化傾向にあるものの、団員数は増えている。
今後も、スポーツ少年団の周知や魅力を高め、団
員登録鵜を維持していく。

登録方法が令和４年度から変更にな
り、混乱が多く報告されていることか
ら、県スポーツ少年団が説明会を開催
し事務局が参加し、その後の市スポー
ツ少年団への登録をサポートした。

スポーツ少年団補
助金

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

大会等の実施が天候に左右されやすい
屋外利用団体には予備日を設けるな
ど、大会が実施できる環境になるよう
サポートしていく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 104.5%

スポーツ協会が中心となり、
所沢シティマラソン大会やと
ころざわアスレチックフェス
ティバルを開催し、多くの市
民に参加しやすい大会を目指
すものである。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S29

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 3,000千円

①登録団体数

②登録人数

登録人数
（今年度登録数÷前年度登録数×100）

市民がスポーツに参加する機会を確保するため、
所沢市スポーツ協会加盟登録団体の全てが市民を
対象とした講習や大会を開催するように各支部の
登録人数を維持していく。

所沢市スポーツ協会創立７０周年記念
事業を開催し、長年活動してきた会員
に対し労をねぎらった。

スポーツ協会補助
金

根拠法令
R5決算額（見込
み）

スポーツ基本法、体育協会補助金交付要綱 3,000千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

所沢市におけるスポーツを振興し、市民の体力
向上とスポーツ精神の高揚をはかり、もって市
民生活の向上発展を目的に設立された当協会に
交付金を交付することにより、この協会設立目
的達成を支援する。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 96.6%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①25

②10,412(前年度9,964）

R5目標

市民がスポーツに親しみ、
参加しやすい環境を整えた

100.0%

353
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

市民に対し、レクリエーショ
ン活動を普及させるため、毎
年２月にレクリエーションま
つりを開催している。また、
市民を対象としたスポーツの
講習会や大会等を増やす取り
組みを行っている。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 600千円

①登録団体数

②登録人数

登録人数
（今年度登録数÷前年度登録数×100）

0人

R6目標

H11

スポーツ基本法、所沢市レクリエーション協会補助金交付
要綱 600千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

レクリエーションを原動力として、市民と共に
地域の活性化を図る活動を繰り広げていくため
設置され、当該団体の活動を支援するために補
助を開始した。近年少子高齢社会が進んでいる
中、レクリエーションを通じて、市民の健康増
進を図るとともに関係団体相互の親睦を密に
し、レクリエーション運動の推進を図る。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 99.5%

協会登録者の高齢化により、人数が減った。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①13

②2,244（前年度2,271）

R5目標 R5実績

新種目団体の加盟を促進し、会員数の
増加に努め、レクリエーション活動の
増進を図り、市民の健康増進を図る。

R5その他職員従
事割合

100.0% 98.8%

市民（特に高齢者）の健康
増進に寄与した。会年職

員等
100.0%

市民がスポーツに参加する機会を確保するため、
所沢市レクリエーション協会加盟登録団体の全て
が市民を対象とした講習や大会を開催するように
登録人数を維持していく。

加盟団体が一堂に会する会議の中で、
市民向けの事業を各団体で開催するよ
う依頼した。

レクリエーション
協会補助金

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

ー

R5予算現額

250千円

R4正規職員人件
費

ー

ー どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.25 人 評価者

～ 2,020千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

R4予算現額

414千円

R5予算現額

540千円

R4正規職員人件
費

0.30 人

2,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.50 人 評価者

～ 4,041千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

353
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

具体的な方策を迅速に進めること。検
討内容や決定事項等の周知に努めるこ
と。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

初年度においては、国、県の
情報把握、所沢市の現状把握
について、様々な立場の検討
委員、事務局との共通認識を
持つために、十分に時間をか
けた。令和６年度は、具体的
な方向性や実施方法につい
て、協議を進める。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5

3 すべての人に健康と福
祉を

優先 自治事務 ー

①検討会議実施数

検討会議開催数
実施回数÷実施予定回数全5回×100

令和２年９月にスポーツ庁より示された「学校の働き方
改革を踏まえた部活動改革について」を受け、令和４年
６月６日にスポーツ庁の審議会である「運動部活動の地
域移行に関する検討会議」により提言がまとめられ、令
和５年度より令和７年度の３年間が改革集中期間と示
された。本市においても段階的に実施するために、必要
事項について協議をするために必要な回数を設定した。

学校教育課が主管する文化部活動と足
並みをそろえて進めるために、連絡を
密にとり事業を進めた。

所沢市運動部活動
推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 5 ジェンダー平等を実現

しよう
運動部活動の地域移行に関する検討会議の提言（国） 140千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

8 働きがいも経済成長も

・持続可能な部活動と教師の負担軽減の両方を
実現
・地域スポーツの振興

会年職
員等

ー

実績 ー ー

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①全５回

R5目標

中学生の今後のスポーツ活
動について検討を行った。
多様なニーズに応えられる
活動について検討を行っ
た。教員の働き方改革や、
地域の人材の有効活用につ
いて検討した。100.0%

会年職
員等

354
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

市内には世界レベルのアス
リートが多くいて、オリン
ピックやパラリンピックを始
めとした大きな大会を舞台に
活躍している。市民には、そ
のようなアスリートの活躍を
知ってもらい、触れある機会
を作ることで、スポーツに対
する熱を高めることを目指し
ている。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 222千円

①イベント実施数

体験会・講演会等の開催数
（今年度イベント実施数÷前年イベント実施
数×100）

0人

R6目標

R4 100.0%

所沢市オリンピック・パラリンピック競技啓発事
業推進委員会（スポーツヒーロー応援団）のイベ
ント実施回数を前年度より上回ることを目指すも
のである。

ゆかりのアスリートに関する情報だけ
でなく、市や教育委員会が主催する事
業についてもＳＮＳで周知を行い、市
民がイベントを知る手段を増やした。

オリンピック・パ
ラリンピック競技
啓発事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

スポーツ基本法 529千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

オリンピック・パラリンピックの機運醸成や地
域の活性化を図ることを目的に、大会のPRや障
害者スポーツの普及啓発に向けた取組を実施す
る。また、オリンピックパラリンピックの選手
だけでなく、本市にゆかりのある世界的なアス
リートがいるため、所沢市ゆかりのアスリート
として認定し、市をあげて応援し、本市のス
ポーツ振興を図るものとする。

会年職
員等

0人

実績 100.0% ー

ゴールボール体験会の開催希望校が減ったた
めに未達成となったが、世界水泳におけるイ
タリア代表のキャンプは成功を収め、今後の
イベント企画における良き前例となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①17回

R5目標 R5実績

パリパラリンピックに向けて大会への
機運醸成を図っていくため、ＳＮＳ等
で発信していくだけでなく、壮行会や
報告会など、アスリートが市民が近づ
ける機会を作る。

R5その他職員従
事割合

100.0% 89.5%

市民のスポーツ活動の場
の確保に寄与した。

期間


